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令和2年度 再評価対象地区に係る事業制度・費用対効果の分析について 
 

課名   河川課         

 

○ 

事 

業 

制 

度 

に 

つ 

い 

て 

事 業 名 河川総合開発事業（水無瀬生活貯水池） 

事業目的 洪水調節による水無瀬川沿川地域の洪水被害の軽減、利水容量を緊急時に補給

することによる可茂地区（２市４町）における異常渇水等の被害軽減。 

採択基準 
一級河川の指定区間又は二級河川で河道改修によることが困難であり、洪水 

調節と併せてかんがい、発電、上水道、工業用水等を必要とするもの。 

概      要 

(メニュー) 

・本体工（ダム本体、仮設備、管理設備等） ・測量試験  

・用地及び補償（補償、補償工事）     ・機械器具 

○ 

費 

用 

対 

効 

果 

の 

分 

析 

に 

つ 

い 

て 

 

＊ 

費 

用 

便 

益 

B/C 

＊ 

効 

果 

の 

項 

目 

う 

ち 

貨 

幣 

換 

算 

す 

る 

項 

目

》  
Ｂ

《  

・家屋資産 

床面積に家屋１㎡当たり評価額を乗じ家屋資産額を算定 

・家庭用品資産 

世帯数に１世帯当たり家庭用品評価額を乗じ、家庭用品資産額を算定 

・事業所資産（償却・在庫資産） 

産業分類ごとに、従業者数に１人当たり償却資産及び在庫資産評価額を乗じ、 

事業所償却・在庫資産を算定 

・農漁家資産（償却・在庫資産） 

農漁家世帯数に１戸当たりの償却資産評価額及び在庫資産評価額を乗じ、農 

漁家償却資産額及び在庫資産額を算定 

・農作物資産（水田・畑） 

水田面積、畑面積に平年収量及び農作物価格を乗じ農作物資産額を算定 

・公共土木施設 

一般資産被害額に施設等に応じた比率を乗じ、公共土木施設等の被害額を算定 

そ 

の 

他 

項 

目 

 

費 

用 

》  
Ｃ 

《  
の 

算 

定 

・事業費と維持管理費の合計 

・評価対象期間は整備期間＋５０年とする 

・現在価値化に用いる割引率は４％（Ｂ及びＣ共通） 

・維持管理項目は、毎年の維持管理費を現在価値化して積算 

・毎年の維持管理費は県内の管理ダム実績管理費用より算出 

費 

用 

便 

益 

比 

の 

基 

準 

・費用便益比（Ｂ／Ｃ）が１．０以上 
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令和２年度 再評価実施箇所（附図） 

                                                                       担当課〔 河川課 〕 

 番   号 １ 
事 業 名 

(路線･河川名等)      
河川総合開発事業（水無瀬生活貯水池） 

事業実施  

箇    所 
岐阜県加茂郡川辺町上川辺地先 事 業 主 体 岐阜県 

採択年度 平成13年度 完了予定年度 未定 

再評価の実施基準 再評価実施後一定期間（５年間）が経過している事業 

事業目的  

① 洪水調節：水無瀬川沿川地域の水害を防除する 

②異常渇水時等の緊急水補給：異常渇水時等に可茂用水供給対象2市4町に補給を行い、渇

水被害の軽減を図る。 

事業概要  

水無瀬生活貯水池は、木曽川水系飛騨川（支川水無瀬川）に多目的ダムとして建設する

ものであり水無瀬川総合開発の一環をなすものである。 

ダムは、重力式コンクリートダムで、高さ43.5m、総貯水容量1,080,000m3、有効貯水容

量1,000,000m3で洪水調節、渇水対策を目的とする。 

概 要 図  
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前回 今回

(基準年：H27） (基準年：R2）

H13～H28 H13～R10

20.7 17.5

2.0 1.6

22.8 19.1

27.4 23.9

1.1 0.7

28.5 24.6

1.3 1.3

令和２年度

岐阜県事業評価監視委員会

費用対効果分析資料

■事業名

【河川事業】　河川総合開発事業「水無瀬生活貯水池」

■事業内容

ダム整備　ダム高：43.5m、堤頂長：140m、堤体積：53.5千m
3
、総貯水容量1,080,000m

3

■費用対効果分析結果

区分 備考

事業期間

費用
(億円)

事業費

維持管理費

合計（Ｃ）

効果
(億円)

治水便益

残存価値

合計（Ｂ）

費用対効果分析結果（Ｂ／Ｃ）

※金額は、社会的割引率（４％）を用いて現在の価値に換算したもの。

■費用対効果分析の分析方法

・治水経済調査マニュアル（案）／国交省水管理・国土保全局/R2.4

■費用対効果分析結果の要因変化

＜費用＞
・事業費は、消費税の控除（H28国通知）及び完成年度の延期による現在価値化の影響で
減少した【C=△約3.2億円】
・維持管理費は、消費税の控除（H28国通知）及び完成年度の延期による現在価値化の影
響で減少した【C=△約0.4億円】
＜便益＞
・治水便益は、治水経済調査マニュアルの改定に伴い便益自体は上昇したが、完成年度の
延期による現在価値化の影響で減少した【B=△3.5億円】
・残存価値は、消費税の控除（H28国通知）及び完成年度の延期による現在価値化の影響
で減少した【B=△0.4億円】

・便益、費用ともに低減したが、費用便益比（B/C）は前回と同じ1.3であった。費用便益
比は1を上回っており、十分な事業効果が確保される見通しである。
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